
 

 

平成２５年１０月１８日 

港湾局 港湾経済課 

産業港湾課 

ミャンマーにおける港湾の情報化に向けた取組み 
－ミャンマーへの調査団の派遣－ 

 
 国土交通省では、優れた技術を有する我が国の港湾関連産業（港湾物流・インフ

ラ関連企業）の海外展開を支援し、計画・設計・整備・運営等すべての段階での我

が国港湾関連産業の参画を通じて、効率的な国際物流ネットワークの構築や産業の

国際競争力の強化を図るための取組みを進めています。 

その一環として、ASEAN 諸国における港湾 EDI※の導入を進めており、このたび、

港湾 EDI の導入に関心を示しているミャンマーに対し、国土交通省から調査団を派

遣することとなりましたのでお知らせいたします。 

本件現地調査により得られた基礎資料を基に、港湾 EDI の試行版の作成・運用や、

サプライチェーンの高度化に資する本格的な港湾の情報化に向けた課題の整理等

を行うこととしております。 
 

※港湾 EDI 

港湾関連の申請や届出等（入出港届等）行政手続の電子情報処理化を推進するため、国土交

通省港湾局、海上保安庁等が港湾管理者と協力して開発した情報通信システム。 

 

派遣期間 

 平成２５年１０月２１日（月）～１１月１日（金）（約２週間） 

国土交通省の調査団員 

 ・国土交通省港湾局港湾経済課課長補佐 飯田 純也 

 ・国土交通省国土技術政策総合研究所沿岸海洋・防災研究部危機管理研究室室長  

水谷 雅裕   

 ・国土交通省国土技術政策総合研究所沿岸海洋・防災研究部主任研究官  

里村 大樹 等 

主な訪問先 

 港湾公社等の関連行政機関、ヤンゴン港を利用する外航船社、ヤンゴン港の港湾

ターミナル運営者 等 

調査内容 

 ミャンマーにおける港湾関連手続の現況把握 

 （手続の種類、内容、プロセス、関係する官民の主体 等） 

その他 

 本件に係る取組みの概要については別紙参照。 

 
＜お問合せ先＞ 
港湾局港湾経済課 辻、飯田      (代表)03-5253-1111(内線 46641) (直通)03-5253-8660 

産業港湾課国際企画室 工藤 (代表)03-5253-1111(内線 46463) (直通)03-5253-8679 


